
1 

 

令和４年１月２７日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

令和３年 第２号 差止等請求事件（住民訴訟） 

口頭弁論終結の日 令和３年１２月２日 

判       決 

主       文 5 

１ 被告は，株式会社日本理化工業所に対し，別紙物件目録記載の建物に対して課

する令和４年１月１日及び令和５年１月１日を賦課期日とする固定資産税の免

除をしてはならない。 

２ 被告が，株式会社日本理化工業所に対し，令和２年４月１日から令和３年２月

２４日までの間の岩舟総合運動公園の使用料１２２５万１６３４円を請求しな10 

いことが違法であることを確認する。 

３ 訴訟費用は被告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

 主文同旨 15 

第２ 事案の概要 

 本件は，栃木市が令和２年３月２４日付けで株式会社日本理化工業所（以下「本件

会社」という。）に対して都市公園である岩舟総合運動公園（以下「本件公園」とい

う。）の敷地内に公園施設を設置することを許可したことに関し，栃木市の住民であ

る原告らが，栃木市長である被告に対し，①被告が本件会社に対し同社が本件公園内20 

に設置した別紙物件目録記載の建物（以下「本件建物」という。）に課されるべき固定

資産税を将来免除することは，栃木市税条例７１条１項４号所定の要件を満たさない

として，地方自治法２４２条の２第１項１号に基づき，本件建物に係る令和４年１月

１日及び令和５年１月１日を賦課期日とする固定資産税の免除の差止めを求め，②栃

木市公園条例２２条所定の要件を満たさないにもかかわらず，被告が本件会社に対し25 

本件公園の使用料の徴収を怠っているとして，地方自治法２４２条の２第１項３号に
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基づき，被告が令和２年４月１日から令和３年２月２４日までの間の本件公園の使用

料１２２５万１６３４円を請求しないことが違法であることの確認を求める住民訴

訟である。 

 １ 関係法令の定め 

 本件と関係する法令の定めは，別紙関係法令の定めのとおりである。 5 

 ２ 前提事実 

 以下の事実は，当事者間に争いがないか，後掲証拠等により容易に認められる。 

⑴ 当事者等 

ア 原告らは，栃木市に居住する住民であり，被告は，栃木市の長である。 

（争いがない） 10 

イ 本件会社は，本社を東京に置く資本金９５００万円の絶縁体メーカーであり，

栃木市に隣接するａ町に工場を保有し，栃木市内で観光農園やタクシー会社の経営を

している株式会社である。 

（争いがない） 

ウ 栃木シティフットボールクラブ（以下「栃木シティＦＣ」という。）は，本件会15 

社の子会社である株式会社ＴＨＥ ＴＯＣＨＩＧＩ ＣＩＴＹ ＵＮＩＴＥＤ（以下

「本件運営会社」という。）が運営するサッカークラブである。栃木シティＦＣは，現

在，関東サッカーリーグ１部に所属している。 

（争いがない，弁論の全趣旨） 

⑵ 本件公園 20 

本件公園は，栃木県栃木市ｂ町ｃｄ－ｅに所在する，栃木市が設置管理する都市公

園法上の都市公園である。 

本件公園には，令和２年９月頃まで，公園施設として，サッカー，野球及び陸上競

技のために使用することができる面積約２万８０００平方メートルの多目的グラウ

ンド（以下「本件多目的グラウンド」という。）が存在した。 25 

（争いがない，乙６，７，１５） 
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⑶ 本件会社による公園施設の設置に向けての合意等 

ア 栃木市と本件会社は，令和２年３月２３日，下記の内容を含む覚書（以下「本

件覚書」という。）を作成した。 

 目的 

本件覚書は，本件会社の申請に基づき，栃木市が本件会社に対し都市公園法５条１5 

項に規定する公園施設の設置管理の許可をするに際して，同法８条に規定する許可の

条件を定めると同時に，本件会社及び栃木市の役割及び責任を明確にすることを目的

とする（本件覚書１条）。 

 設置施設及びその利用等 

本件会社は，本件多目的グラウンドにサッカー専用スタジアム，サッカー専用天然10 

芝練習場及びその他これらの整備に付帯して必要となる施設を設置する（本件覚書３

条１項）。 

本件会社は，その施設を，栃木シティＦＣのホームスタジアム及び練習場として利

用する。本件会社は，栃木シティＦＣの利用に支障がない範囲で市民等の一般利用者

に貸し出しを行うことができる。それらの利用により本件会社が収受した入場料，利15 

用料その他売上げ代金及び本件会社がその施設で行った自主事業等により収受した

売上代金は本件会社の収入とする。（本件覚書１２条） 

 都市公園法５条１項に規定する許可の取得 

本件会社は，栃木市から都市公園法５条１項に規定する公園施設の設置管理の許可

の取得をしなければならない。その許可申請の年数は，１０年間を上限として申請す20 

る（本件覚書６条１項）。 

 土地使用料 

公園施設の設置管理の許可に係る本件多目的グラウンドの土地に対する栃木市公

園条例１１条に定める使用料については，同条例２２条の規定により免除する（本件

覚書８条１項）。 25 

 固定資産税 
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本件会社が により設置する建物等に対し，栃木市税条例５４条の規定により課税

される固定資産税については，同条例７１条１項４号の規定により免除する（本件覚

書９条１項）。その免除年数は，本件覚書６条１項の許可申請の期間とする（本件覚書

９条２項）。 

（争いがない，甲３） 5 

イ 本件会社は，令和２年３月１９日，栃木市に対し，都市公園法５条１項に基づ

き，本件公園に，設置期間を令和２年４月１日から令和５年３月３１日までとして，

サッカー専用スタジアム１棟，天然芝サッカー専用練習場１面及びトイレ棟１棟（設

置面積２万８２１１平方メートル）を設置する許可を申請する旨の公園施設設置許可

申請書を提出し，被告に対し，本件公園の使用料の免除を申請する旨の公園使用料減10 

免申請書を提出した。 

（争いがない，甲４，５） 

ウ 栃木市は，令和２年３月２４日，本件会社に対し，本件公園に，設置期間を令

和２年４月１日から令和５年３月３１日までとして，サッカー専用スタジアム１棟，

天然芝サッカー専用練習場１面及びトイレ棟１棟（設置面積２万８２１１平方メート15 

ル）を設置することを許可した（栃木市指令公園第２１９号。以下「本件許可」とい

う。）。このとき，許可条件として，本件覚書に定める各事項を誠実に履行することが

定められた。被告は，同日，本件会社に対し，上記期間における本件公園の使用料を

免除した（以下「本件使用料免除」という。）。 

（争いがない，甲６） 20 

⑷ 固定資産税及び使用料の発生 

ア 本件会社は，令和２年４月１日，本件許可に基づき，本件公園の本件多目的グ

ラウンドの場所にサッカー専用スタジアム等を建設する工事に着工し，令和３年５月

頃，本件建物を含む運動施設（以下「本件運動施設」という。）を完成させた。 

従来の本件多目的グラウンドは，令和２年９月頃，廃止された。 25 

なお，栃木市は，令和３年１月１日当時，本件建物はサッカースタジアムとしては
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未完成であり，固定資産税の課税客体とはならないと判断した。 

（争いがない，甲７，乙２１，２７，２９，弁論の全趣旨） 

イ 本件運動施設は，サッカー専用スタジアム及びサッカー専用天然芝練習場（サ

ブグラウンド）から構成されている。 

サッカー専用スタジアムは，本件建物及びその他５つの附属建物並びに主要施設か5 

ら構成されている。 

本件建物は，クラブハウスとして使用されているスタジアム棟及びトイレ棟であり，

その他５つの附属建物は，それぞれ，物販・トレーニング場，チケットブース，男子

トイレ・倉庫，売店，女子トイレとして使用されている。 

主要施設は，メインスタンド，バックスタンド，ゴール裏スタンド（南），ゴール裏10 

スタンド（北）及び天然芝サッカーピッチ（メイン競技場）から構成されている。 

本件会社は，令和３年７月５日，本件建物及びその他５つの附属建物（本件建物及

びその他５つの附属建物は，不動産登記上は，主たる建物（スタジアム棟）及び６つ

の附属建物として，一体として登記されている。）について，所有権保存登記をした。 

（争いがない，乙２０，２１，２８，弁論の全趣旨） 15 

ウ 本件運動施設は，その完成以降，栃木シティＦＣのホームスタジアム及び練習

場として使用されている。 

（弁論の全趣旨） 

エ 栃木市公園条例１１条によれば，本件公園に面積２万８２１１平方メートルの

公園施設を設置することの許可を栃木市から受けた者が同市に納付しなければなら20 

ない令和２年４月１日から令和３年２月２４日までの間の使用料（以下「本件使用料」

という。）は，１２２５万１６３４円である。 

（争いがない）  

⑸ 監査請求等 

ア 原告らは，令和３年２月２４日，栃木市監査委員に対し，本件建物等の固定資25 

産税の免除及び本件使用料免除は栃木市税条例及び栃木市公園条例等に反する違法
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な行為であるとして，本件建物等の固定資産税の免除の差止めや本件使用料免除の停

止，本件使用料の被告らによる負担等を求める住民監査請求を行った。 

（争いがない，甲１２） 

イ 栃木市監査委員は，令和３年４月２３日，上記監査請求に理由がないと認め，

同月２４日，理由を付してその旨を書面により原告らに通知した。 5 

（争いがない，甲１３） 

ウ 原告らは，令和３年５月２１日，宇都宮地方裁判所に対し，本件建物等の固定

資産税の免除の差止め及び被告が本件会社に本件使用料を請求しないことが違法で

あることの確認を求める訴えを提起した（本件訴訟）。 

（当裁判所に顕著） 10 

 ３ 争点及び当事者の主張 

 ⑴ 争点１（固定資産税免除の差止めを求める訴えの適法性） 

（原告らの主張） 

 本件建物の固定資産税の免除は，栃木市の本件会社に対する租税債権という財産に

ついて，債務の履行を免除するものであるから，地方自治法２４２条所定の「財産の15 

管理又は処分」に当たる。また，本件建物の固定資産税の免除は，本件覚書により締

結された契約の履行であるから，同条所定の「契約の履行」にも当たる。 

 したがって，本件訴えのうち，固定資産税免除の差止めを求める請求は，地方自治

法２４２条の２第１項１号の差止めの請求に当たるから，同条に基づく住民訴訟に当

たる。 20 

（被告の主張） 

 本件建物の固定資産税の免除は，固定資産税を徴収しないという不作為であり，地

方自治法２４２条の２第１項１号の差止めの対象となるものではない。 

 ⑵ 争点２（固定資産税免除の適法性） 

（被告の主張） 25 

 本件建物については，栃木市税条例７１条１項４号所定の「特別の事由があるもの」
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と認められるから，被告は，本件会社に対して本件建物の固定資産税を免除すること

ができる。本件運動施設は，以下のとおり，公益性を有するものであるから，本件建

物の固定資産税の免除について，被告に裁量権の濫用逸脱があったとはいえない。 

 ア 地域への配慮 

 利用料 5 

 本件会社が本件運動施設を貸し出す際の平日１時間当たりの使用料（一般の施設利

用者が観客等から入場料を徴収しない場合）について，メイン競技場の場合，栃木市

民は９万円から１２万円，栃木市民以外の者は１２万円から１５万円であり，サブグ

ラウンドの場合，栃木市民は１万２０００円，栃木市民以外の者は４万５０００円と

設定している。 10 

 また，他の競技場の例を見ると，栃木県グリーンスタジアム，茨城県立カシマサッ

カースタジアムでは，３０００円から４０００円程度，カンセキスタジアムとちぎで

は，５０００円から８０００円程度，ＡＧＦフィールドでは，２万８０００円から４

万４０００円程度となっている。本件運動施設の利用料は高額となっているが，一般

的にサッカー公式試合用のスタジアムは，試合会場としての管理上から試合利用前後15 

は芝生のコンディション確保のための養生期間が必要となる。本件会社が独立採算で

本件運動施設を維持管理していくことを考慮した場合，本件運動施設の利用料は決し

て不相当なものではない。 

 その他の配慮 

 本件会社は，本件覚書２５条２項において，本件運動施設について，地域の利用に20 

配慮することを約している。 

 その一環として，栃木市，地元のｂ地域ｆ南地区内ｇ自治会及び本件会社との間で，

令和２年８月７日，岩舟総合運動公園内サッカー専用施設設置協定書が締結され，三

者間で連絡会を設置し，定期的に会議を開催することが合意された。そして，本件会

社は，ｂ地域全体で行う行事等の利用に配慮すること，小中学生に施設を開放しサッ25 

カー教室を実施すること，チーム関係者と区域住民との関係を大切にすることや地域
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活性化を支援することなどを約束した。 

 さらには，本件会社によって本件運動施設が一般に開放されていることが予定され

ているのみならず，従来本件公園内で実施されていたｂ地域体育祭，ｂ健康福祉祭り，

ｂ駅伝競走大会について，本件会社はこれらを本件運動施設で開催する意向を表明し

ている。 5 

 多様化するニーズへの対応 

 人は，技術レベルの高いプロチームの試合を直接観戦すると，高揚感が生まれ，自

らの運動の動機付けにもなる。観戦者の間で会話が弾み連帯感が生まれ，応援による

ストレス発散，孤独化の防止という副次的効果が期待できる。青少年にとっては，自

らの目指す将来像を描くことができる。スポーツの技術習得も可能と考えられる。以10 

上の効果を期待して，本件覚書２４条は，本件会社は，栃木シティＦＣの試合や練習

を栃木市民に可能な限り公開させるものとする，としている。大型モニターや夜間照

明の設備は，サッカー以外でもパブリックビューイング施設としての利用が可能であ

り，スポーツを観戦するというニーズにも対応できる。 

 栃木市の知名度 15 

 栃木シティＦＣが活躍することで，栃木市のマスコミ等への露出度が高まり，その

知名度も向上する。また，栃木県内初となるサッカー専用スタジアムということも話

題性が高い。 

 賑わいの創出 

 現在，栃木シティＦＣのスタッフや選手など，あわせて約５０名のクラブ関係者の20 

約半数が栃木市に在住し，他は隣接する佐野市，小山市等に在住している。将来その

数が増えるだけでなく，試合や練習観戦にはファン，サポーターが栃木市を訪れるこ

とも期待できる。これら栃木市に在住する人々や栃木市を訪問する人々は後述の経済

的効果をもたらすだけでなく，こうした人々の交流は，高齢化，人口減少化が進む栃

木市において賑わいという効果の創出にもつながる。 25 

 イ 経済効果 
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 栃木シティＦＣの公式試合観戦者が地域経済へ及ぼす波及効果について，栃木

市としての試算は以下のとおりである。 

 令和元年シーズンの関東サッカーリーグ１部におけるホームゲーム年間観客数５

５６０人及び関係者数４５０人の合計に栃木市来客者一人当たりの消費額１８５５

円を掛けると，年間消費額は１１１４万８５５０円となる。 5 

 栃木シティＦＣがＪ３に昇格した場合を想定すると，令和元年シーズンのＪ３平均

入場者数２３９４人及び関係者数８０人の合計に年間試合数１４試合を掛け，さらに

栃木市来客者一人当たりの消費額１８５５円を掛けると，年間消費額は６４２４万９

７８０円となる。 

 栃木シティＦＣが栃木市をクラブ拠点とすることにより地域経済へ及ぼす波10 

及効果について，栃木市としての試算は以下のとおりである。 

 一日当たり練習見学見込人数１０人に年間練習日数２００日を掛け，さらに栃木市

来客者一人当たりの消費額１８５５円を掛けると，サッカー練習見学者によってもた

らされる年間消費額は３７１万円となる。 

 チーム単身世帯数１５世帯に消費支出月額１６万８９４１円を掛け，さらに１２か15 

月を掛けたものに，二人以上の世帯数１０世帯に消費支出月額３８万３５９０円を掛

け，さらに１２か月を掛けたものを足し合わせると，栃木シティＦＣ関係者が栃木市

に居住することによってもたらされる年間消費額は７６４４万０１８０円となる。 

 本件運動施設の設置，維持管理の費用は専ら本件会社が負担しており，栃木市

の負担はない。ちなみに，本件運動施設の建設費は約１７億円，年間の維持管理費用20 

は約７０００万円である。 

 ウ 他の自治体の例 

 経済効果が期待できる施設をいくつかの自治体が競って誘致しようとすることが

ままある。最近では，例えば，プロ野球球団日本ハムが北海道に球場を新設しようと

計画したが，この計画を巡って，札幌市と北広島市が誘致合戦を繰り広げ，最終的に25 

北広島市に新設されることになった。ちなみに，同市は誘致の条件の一つとして，土
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地の使用料と固定資産税を減免することとした。本件運動施設を巡っては，そのよう

な誘致合戦には至らなかったが，上記のように誘致の条件として使用料と固定資産税

を減免するという実例も認められるのであって，使用料及び固定資産税の減免は栃木

市に限ったことではない。 

（原告らの主張） 5 

 争う。 

 ⑶ 争点３（本件使用料免除の適法性） 

（被告の主張） 

 本件運動施設の設置管理に係る許可を受けた本件会社が納付すべき使用料につい

ては，栃木市公園条例２２条１項所定の「公益上その他特別の理由」が存在するから，10 

被告による本件使用料免除は可能である。前記⑵（被告の主張）アからウまでの事情

からすれば，本件使用料免除について，被告に裁量権の濫用逸脱があったとはいえな

い。 

（原告らの主張） 

 争う。 15 

第３ 争点に対する判断 

１ 当事者間に争いのない事実並びに証拠及び弁論の全趣旨によれば認められる

事実は，以下のとおりである。 

⑴ 栃木シティＦＣの成り立ち等 

ア 昭和２２年に株式会社日立製作所栃木事業所の実業団チーム日立栃木サッカ20 

ー部が設立された。同チームは，平成１８年，ウーヴァスポーツクラブと統合し，名

称が日立栃木ウーヴァスポーツクラブへと変更された。平成２２年，同チームの運営

が，ＮＰＯ法人栃木アミスタスポーツクラブに移管され，同チームの名称が栃木ウー

ヴァフットボールクラブへと変更された。平成２６年，同チームの運営が，本件運営

会社（平成３１年に変更する前の商号は「株式会社栃木ウーヴァ」）に移管された。 25 

（争いがない） 
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イ 当時の栃木市長であった甲は，平成２６年４月１日，公益社団法人日本プロサ

ッカーリーグ（以下「Ｊリーグ」という。）に対し，栃木シティＦＣの前身である栃木

ウーヴァフットボールクラブのホームタウンとなることを承諾し，試合会場の確保に

ついて「ホームスタジアムとなる栃木市総合運動公園陸上競技場において，J リーグ

所定のホームゲーム数が確保できるように協力します」とし，その他にも，積極的な5 

広報活動の推進，市民をあげて応援する機運の醸成，ホームタウン活動への支援及び

チームと市民の交流の促進に関して支援する旨を記載した「ホームタウンの承諾につ

いて」と題する書面を提出した。 

（争いがない，乙３） 

ウ 本件会社は，平成３０年，栃木ウーヴァフットボールクラブのメインスポンサ10 

ーとなった。平成３１年，本件運営会社は本件会社の子会社となり，同チームの名称

は栃木シティフットボールクラブ（栃木シティＦＣ）に変更された。 

栃木シティＦＣは，栃木ウーヴァフットボールクラブであった時代に地域クラブと

して日本フットボールリーグ（ＪＦＬ）に所属していたこともあったが，少なくとも

本件覚書締結当時から現在までは，関東サッカーリーグ１部に所属している。 15 

（争いがない，弁論の全趣旨） 

⑵ 本件運動施設設置に至る経緯 

ア 栃木市サッカー協会会長，栃木市ラグビー協会会長及び栃木市ホームタウン協

議会設立を目指す会代表は，平成２８年１１月１１日，栃木市教育委員会に対し，８

１１７名の署名を添えて，天然芝又は人工芝の球技専用グラウンド（照明・簡易スタ20 

ンド付き）の整備，球技専用スタジアムについて中長期的視点での建設の検討を要望

する旨の栃木市長宛ての陳情書を提出した。 

（争いがない，乙２） 

イ 栃木市認定まちづくり実働組織ｆふれあい会は，平成３１年３月１５日，被告

に対し，栃木市から栃木シティＦＣが栃木市内にホームスタジアム整備等の支援を要25 

望しているとの説明を聞いたとして，本件公園内にサッカー専用スタジアムを誘致す
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るための支援等を要望する要望書を提出した。 

ｂ町商工会及び同会青年部は，令和元年６月１１日及び同月１２日，被告に対し，

サッカー専用スタジアムの建設について栃木市内に整備する計画が進められている

ことを聞いたとして，サッカー専用スタジアム建設についてｂ町を最優先候補地とし

て検討するよう求める旨の要望書を提出した。 5 

（乙８から１０まで） 

ウ 栃木市及び本件運営会社は，令和元年５月３０日，サッカー，フットサルを中

心としたスポーツを通じた地域づくり，活性化を目指して，相互に連携・協力する旨

の連携協定書を作成した。 

本件運営会社は，令和元年８月１９日，被告に対し，本件多目的グラウンド内で地10 

盤調査をした結果，サッカー専用スタジアムの整備地として問題ないと判断した旨報

告するとともに，サッカー専用スタジアムの整備に当たり，同整備に係る借入金に対

する債務保証，整備地の長期的な無償貸与，固定資産税の減免措置及びサッカー専用

スタジアム整備に関する手続の迅速な対応等を要望する書面を提出した。 

（争いがない，乙４，５） 15 

 ⑶ 本件運動施設と周辺住民との関係 

 ア 栃木市と本件会社が平成２年３月２３日に取り交わした本件覚書（前提事実⑶

ア）には，以下のとおりの定めがある。 

 本件会社は，栃木シティＦＣの利用に支障がない範囲で市民等の一般利用者に貸し

出しを行うことができる。その場合の料金，時間，区分等については，本件会社と栃20 

木市が協議の上決定し公表する（本件覚書１２条２項）。 

 本件会社は，本件運動施設を市民等の利用に供するため，セミナー，イベント等を

定期的に行うこととし，本件会社は毎年度２月末日までに翌年度の事業計画を栃木市

に提出する（同条３項）。 

本件会社は，本件会社が施設の設置及び維持管理等を行うに当たって生じる交通問25 

題，騒音問題等の周辺住民等への対応並びに栃木シティＦＣの試合及び練習とそれに
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伴う公開等に関しての対応を行う。ただし，栃木市の責めに帰すべき内容については

栃木市が行うものとする（本件覚書２５条１項）。 

本件会社は，栃木市がｂ地域全体で行う体育祭等の行事，イベント等開催時の利用

について，地域の利用に配慮する。ただし，本件会社は，チーム利用状況及び芝の管

理状態を勘案して，場所，日程及び内容等を協議し対応する（同条２項）。 5 

（甲３） 

 イ 栃木市スポーツ協会は，令和２年７月２９日，被告に対し，現在，ｂ地域で建

設が進められているサッカー専用スタジアムが完成した際には，少年サッカー教室や

大会の開催をはじめ，地域のスポーツ交流の場として活用できるように配慮してほし

い旨の要望を記載した書面を提出した。 10 

（乙１１） 

ウ ｂ地域ｆ南地区ｇ自治会，本件会社及び栃木市は，令和２年８月７日，本件覚

書に基づき，本件会社が，本件運動施設の工事や管理運営に際しては，区域住民の意

向を尊重し，取り入れるよう努めることとし，栃木市は本件会社に対する指導をする

ことを内容とする協定を締結した。この協定において，区域住民と情報共有を図るた15 

め，連絡会を設置し，定期的に会議を開催することとされた。 

 ｂ地域ｆ南地区ｇ自治会，栃木市及び本件運営会社は，令和３年２月１日頃，こ

れら三者により構成される岩舟総合運動公園内サッカー専用施設情報連絡会を設け

ることとした。同連絡会は，サッカー専用施設に関する情報交換，栃木シティＦＣ

に関する情報交換，自治会住民からの意見や課題に関する情報交換及びその他必要20 

と認められる事項に関する事項を協議するため，１年に３回，開催されることとさ

れた。 

 最初の上記連絡会は，令和３年２月１８日に開催され，本件運動施設の現状や建

設，ホームゲーム及びパブリックビューイングのスケジュール，スタジアムの一般

開放やイベント実施についての情報交換がなされた。その際，本件運営会社は，施25 

設完成後の予定として，幼児，小学生向けに平日月２回スタジアムピッチを開放す
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ること，保育園児，幼稚園児向けに年６回ホームゲーム前のサッカー教室を行うこ

と，栃木市在勤者，在住者向けに年６回スタジアムピッチを開放すること，一般に

スタジアムを貸出し，栃木市民へは特別な貸出価格の設定をすること，いずれも本

件公園で以前から実施していたイベントであるｂ地域体育祭，ｂ健康福祉祭り，ｂ

駅伝競走大会を新スタジアムで開催することを表明した。 5 

（乙１６，１７の１，２） 

⑷ 以前の本件多目的グラウンドの利用状況 

令和２年９月頃に廃止された本件多目的グラウンドは，その利用料金が栃木市公園

条例（令和２年条例２４号による改正前のもの）７条，同条例別表第１，栃木市公園

有料公園施設に関する条例（令和２年条例２５号による改正前のもの）５条，同条例10 

別表第２によって定められており，利用者に対し，野球場及び陸上競技場については

１時間当たり３００円，サッカー場については１時間当たり５００円で利用者に貸し

出されていた。 

本件多目的グラウンドは，平成２７年から令和元年までの間に，年平均５０３２人

（栃木市内の者が４２０６．６人，栃木市外の者が８２５．４人），１４４．４件（栃15 

木市内の者が１２５．８件，栃木市外の者が１８．６件）の利用があり，その利用に

より支払われた使用料は，年平均２１万１５９０円であった。 

（甲２の１，甲１３，弁論の全趣旨） 

⑸ 本件運動施設の利用料金 

本件運動施設は，栃木シティＦＣの利用に支障がない限り，一般に貸し出されてお20 

り，本件運動施設の利用者は，所定の利用料金を支払う。 

例えば，サッカー専用スタジアムのメイン競技場をアマチュアスポーツのために土

日に６時間利用する場合に，観客等から入場料を徴収しない場合であれば，栃木市民

は６０万円（高校生以下の場合は４８万円），栃木市民以外の者は９６万円（高校生以

下の場合は７２万円）の利用料金を支払う。サブグラウンドをアマチュアスポーツ以25 

外のために土日に６時間利用する場合に，観客等から入場料を徴収しない場合であれ



15 

 

ば，栃木市民は１８万円（高校生以下の場合は１２万円），栃木市民以外の者は４８万

円（高校生以下の場合は３６万円）の利用料金を支払う。 

このほか，サッカー専用スタジアムの会議室，夜間照明灯，大型映像設備等にも利

用料金が定められている。 

（甲３，１１，弁論の全趣旨） 5 

⑹ 本件多目的グラウンド廃止後の代替施設の利用状況 

栃木市公園緑地課が，本件多目的グラウンドの野球場及びサッカー場を利用した

ことがある幾つかの団体に対し，本件多目的グラウンド廃止後の代替施設の利用状

況の聞き取り調査を実施したところ，半数近くの団体が，本件多目的グラウンドの

廃止後は栃木市外の施設を利用している旨を回答した。 10 

                              （甲１３） 

⑺ 他の自治体による誘致の状況 

栃木市以外の地方公共団体が，本件会社又は本件運営会社に対し，サッカー専用ス

タジアムの設置を誘致したことはない。 

（弁論の全趣旨） 15 

２ 争点１（固定資産税免除の差止めを求める訴えの適法性） 

 被告の本件会社に対する本件建物の固定資産税を徴収する権利は，金銭の給付を目

的とする普通地方公共団体の権利であり，地方自治法にいう「財産」（地方自治法２３

７条１項）の一つである「債権」（同法２４０条１項）に当たるところ，被告による固

定資産税の免除は，このような債権を消滅させる行為であるから，地方自治法２４２20 

条１項所定の「財産の処分」に当たる。なお，債務免除の意思表示は積極的に債務を

消滅させる行為であるから，被告による固定資産税の免除が不作為であるとする被告

の主張は当たらない。 

 そして，本件覚書において，本件会社が設置する建物等に対する固定資産税を被告

が本件許可における公園施設の設置期間中免除することとされていること（前提事実25 

⑶ア），本件許可における公園施設の設置期間は令和２年４月１日から令和５年３月
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３１日までであること（前提事実⑶ウ）からすると，本件建物が完成し固定資産税の

課税客体となった令和３年５月頃より後の令和４年１月１日及び令和５年１月１日

に課される本件建物の固定資産税について被告による免除がなされることは相当の

確実さをもって予測される。 

 したがって，本件訴えのうち，被告による固定資産税の免除の差止めを求める部分5 

は適法である。 

３ 争点２（固定資産税免除の適法性） 

⑴ 地方自治法３６７条は，市町村長は，天災その他特別の事情がある場合におい

て固定資産税の減免を必要とすると認める者，貧困に因り生活のため公私の扶助を受

ける者その他特別の事情がある者に限り，当該市町村の条例の定めるところにより，10 

固定資産税を減免することができることを規定し，同条を受けた栃木市税条例７１条

１項は，貧困により生活のため公私の扶助を受ける者の所有する固定資産（１号），公

益のために直接専用する固定資産（有料で使用するものを除く。)（２号），市の全部

又は一部にわたる災害又は天候の不順により，著しく価値を減じた固定資産（３号），

前３号に掲げるもののほか，特別の事由があるもの（４号）について課される固定資15 

産税については，固定資産税を減免することを定める。 

地方税法３６７条の定める固定資産税の減免は，地方税法６条が定める課税免除等

とは異なり，法令及び条例の定めるところにより市町村が一旦課税権を行使して地方

税債権が発生した後に，市町村長がこれを放棄するものであり，減免し得る事由を天

災や貧困その他特別の事情に限定していることなどに照らすと，本来的には，徴収の20 

猶予，納期限の延長等によっても到底納税が困難であるような担税力の薄弱な者に対

する個別的な救済措置として規定されたものであり，同条の規定を受けて各地方公共

団体において定められる条例の解釈に当たっても，その趣旨を考慮すべきと考えられ

る。そうすると，栃木市税条例７１条１項４号にいう「特別の事由があるもの」とは，

当該固定資産がその性質上担税力を生み出さないような用途に使用されている場合25 

など，租税負担の公平の観点からみても，同条１号から３号までの事由に準ずるよう
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な固定資産税の減免を相当とする程度の強い公益性がある場合における固定資産を

いうと解するのが相当である。 

⑵ これを本件についてみるに，本件運動施設は，その所有者である本件会社の子

会社である本件運営会社が運営するサッカーチームである栃木シティＦＣのホーム

スタジアム及び練習場として使用することを目的とする施設であり，いわば本件運営5 

会社の営業のための施設であるから，本件運動施設の一部としてクラブハウスやトイ

レに使用されている本件建物について，その性質上担税力を生み出さないような用途

に使用されているものとは認められない。また，被告は，本件運動施設や栃木シティ

ＦＣが栃木市にもたらす経済効果等を主張するが，当該主張に係る事実関係を全て前

提としても，固定資産税の減免を受けておらず栃木市に同様の又はそれ以上の経済効10 

果をもたらしているであろう栃木市内にある他の多数の固定資産或いはその所有者

らとの比較において，本件建物の存在或いは本件会社又は栃木シティＦＣの活動につ

き，本件建物の固定資産税の減免を相当とする程度の強い公益性があるものとは到底

認められない。 

⑶ したがって，本件建物は，栃木市税条例７１条１項４号所定の「特別の事由が15 

あるもの」には該当せず，被告は，本件覚書に基づき令和４年１月１日及び令和５年

１月１日に発生する本件建物の固定資産税を免除することはできない。 

４ 争点３（本件使用料免除の適法性） 

⑴ 都市公園法１８条は，同法及び同法に基づく命令で定めるもののほか，地方公

共団体の設置に係る都市公園の設置及び管理に関し必要な事項は，条例で定めること20 

を規定し，同条を受けて制定された栃木市公園条例は，その１１条において，都市公

園法５条１項の許可を受けた者は，別表第２に掲げる額の使用料を納付しなければな

らないことを定め，別表第２は，公園施設を設ける場合の使用料として，施設の種類

を問わず，１平方メートルにつき月額４０円の使用料を掲げる。もっとも，栃木市公

園条例２２条は，市長は，公益上その他特別の理由があると認めたときは，使用料を25 

減額し，又は免除することができることを定める。 
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⑵ そこで，本件使用料免除に「公益上その他特別の理由」があるかについて，検

討するに，この点に関する被告の主張は，要するに，本件公園内に本件運動施設が設

置され，①本件運動施設が栃木シティＦＣのホームスタジアム及び練習場として使用

されることにより，栃木市内が賑わい，栃木市の知名度が上がり，栃木市の経済の発

展につながる，②本件運動施設を栃木市民がサッカー場として或いは地元の祭等の会5 

場として利用することができるようになることにより，栃木市民の生活上の福祉が向

上する，ということを理由にして，本件使用料免除には合理性があり，「公益上その他

特別の理由」があるというものと解される。 

まず，①の点については，栃木シティＦＣが本件運動施設をホームスタジアムとし

た場合の経済効果について被告が一定の試算をしているところ，そもそも当該試算の10 

前提となっている各数値が将来予測に当たって的確なものであるのかが証拠上不明

であり，その点を措くとしても，試算の結果は，年間消費額の算出にとどまっており，

栃木シティＦＣが本件運動施設をホームスタジアムとしなかった場合の年間消費額

との比較がないことから，結局，本件公園の使用料を免除してまで栃木シティＦＣを

誘致すべきかの判断材料にはなり得ない（算出された年間消費額についても，栃木市15 

全体の経済にどの程度のインパクトを与える数値なのかも不明である。）。この点につ

いては，そもそも栃木シティＦＣの前身が相当以前から栃木市に活動の本拠を置くサ

ッカーチームであったこと（前記１⑴）に照らすと，今回，そのホームスタジアムを

本件運動施設に置いたことによって，栃木シティＦＣの試合の観客等の栃木市内にお

ける年間消費額に大きな変化が生じるものとは考え難い。また，被告は栃木シティＦ20 

ＣがＪ３リーグに昇格した場合の試算をするが，やはり試算に用いている各数値の的

確性が不明であるだけでなく，その前提として関東サッカーリーグ１部に所属してい

る栃木シティＦＣが今後上位のリーグに昇格する見込みの程度が不明であるから，立

証上，意味のある試算とは認められない。被告はスポーツチームの誘致に当たって土

地使用料の減免をした他の自治体の例を指摘するが，仮にそのような例が事実であっ25 

たとしても，将来の集客見込み，他の自治体と競合していたのかなどの点において，
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本件と同様の場合ではないから，そのような指摘は当たらない。 

次に，②の点については，本件運動施設のグラウンドについて栃木シティＦＣの利

用に支障がない限り一般向けの貸し出しがなされ，その使用料について栃木市民を優

遇する価格設定がされていることが認められるものの（前記１⑸），被告が自認する

ように栃木市民向けの使用料金であっても周辺のグラウンドのそれと比較してもか5 

なりの高額とうかがわれること，具体的にいうと，一般の栃木市民がサブグラウンド

を土日に６時間借りたとした場合の使用料が１８万円から６０万円であるのに対し

て，以前の本件多目的グラウンドをサッカー場として６時間借りたとした場合の使用

料が３０００円であったこと（前記１⑷，⑸）に照らすと，以前から球技グラウンド

の整備，建設や本件公園内のサッカー専用スタジアムの設置を要望していた住民がい10 

たこと（前記１⑵）を考慮しても，一般の栃木市民が本件運動施設の貸し出しを受け

ることは実際上あまりないものと考えられる。少なくとも，本件運動施設について，

今後本件多目的グラウンドの年平均利用件数１４４．４件を上回る住民による一般利

用があるとは到底考えられず，本件運動施設の設備の充実を考慮しても，本件運動施

設の設置とそれに伴う本件多目的グラウンドの廃止が自らサッカー競技を行おうと15 

する栃木市民の利便の増進に繋がるものとは考え難い。そして，本件多目的グラウン

ド利用の需要をその廃止後に他の栃木市内の公園施設が完全に吸収できているもの

ではなく（前記１⑹），むしろその利便は後退している可能性すらある。また，従来本

件多目的グラウンドで行っていた地元のイベントを本件運動施設で行う予定である

とのことであるが（前記１⑶ウ），仮にその場合に本件会社或いは本件運営会社が本20 

件運動施設を無料で使用させるものであったとしても，従前の状態と比較して地元住

民の福祉が維持されるというだけのものにすぎない。本件運動施設や栃木シティＦＣ

に関する情報交換を図るため，地元自治会，本件運営会社及び栃木市との間で定期的

な連絡会が開催されるようになり，グラウンドの無料開放やサッカー教室の開催が予

定されているとのことであるが（前記１⑶ウ），これらにより，大きく栃木市民の利便25 

が増進し，その福祉が向上するものとは解されない。 
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さらに言うと，本件会社が本件公園内に本件運動施設を設置することにより前記①，

②について一定の無視できない効果が生じるという関係を一応肯定したとしても，栃

木市以外の自治体が本件会社又は本件運営会社にサッカー専用スタジアムの誘致を

したことがなかったことは被告も自認するところであり（前記１⑺），本件覚書締結

当時に本件使用料免除をしなければ本件会社が本件運動施設を設置しなかったとい5 

う状況にあったことについては，証拠上これをうかがうことはできない。すなわち，

本件運営会社が，令和元年８月以降，サッカー専用スタジアムの整備地の無償貸与等

を求めてから，この点について栃木市と本件会社との間にどのような交渉があったの

か，また，本件運動施設設置後の本件会社及び本件運営会社の収益見込み及び本件会

社の本件運動施設設置費用の回収見込みについて被告がどのように予測していたの10 

か，については，証拠上一切明らかにされていない。そうすると，栃木市にとって本

件会社に本件運動施設を設置させることに一定の合理性があることを前提にしても，

そのために，本件会社が支払うべき使用料について，減額にとどまらず，免除までを

行った被告の判断については，その合理性を肯定する余地がない。 

⑶ 以上のとおりであるから，栃木市においては平成２２年から平成２６年にかけ15 

て行われた一市五町の合併によって重複することとなった類似施設への対応が課題

になっている中で（争いがない，乙１），土地の有効利用という観点からは，毎年２１

万円程度に過ぎない本件多目的グラウンドの使用料収入（前記１⑷）が消滅するのと

引き換えに，建設費用，維持管理費用を本件会社の負担として本件運動施設を設置さ

せ，栃木市民がこれによりもたらされる経済効果を享受できれば良いとする発想自体20 

は不合理とまではいえないのかもしれないが，被告による本件使用料免除の判断につ

いては，客観的な根拠のある事実を基礎とした合理的な将来予測に基づくものであっ

たとは認められない。そして，都市公園法１８条，栃木市公園条例１１条によれば，

公園施設の設置管理に係る許可を受けた者が支払うべき使用料については本来的に

は条例によって定められるべきものであるから，いわばその例外として市長が使用料25 

の減免を決められる場合である栃木市公園条例２２条の「公益上その他特別の理由」
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については限定的に理解されるべきであり，そうすると，当該理由が肯定されるため

には，その目的自体が固定資産税減免の場合と異なり公益性の強いものに限られない

としても，少なくとも，客観的な根拠のある事実を基礎とした合理的な将来予測に裏

付けられているものでなければならないのは当然のことである（そのような裏付けが

乏しい場合であれば，条例の改正により議会の判断を経て，新たな使用料ないし使用5 

料免除を定めるほかない。）。 

したがって，本件使用料免除については，その免除の期間が当面は３年間に限定さ

れていること等を踏まえても，栃木市公園条例２２条所定の「公益上その他特別の理

由」があるとは認められない。よって，本件使用料免除に係る免除の期間内の一定の

期間について被告が本件会社に対して使用料を請求しないことが違法であることの10 

確認を求める原告らの請求は理由がある。 

第４ 結論 

 以上によれば，原告らの請求には理由があるからいずれも認容することとして，主

文のとおり判決する。 

宇都宮地方裁判所第１民事部 15 

 

裁判長裁判官    大 寄  久 

 

 

裁判官    成  瀬  ひ ろ み 20 

 

 

 裁判官    大 森 隆 司 
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別紙当事者目録及び別紙物件目録については，記載を省略。  
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別紙 関係法令の定め 

○ 地方自治法 

 （財産の管理及び処分） 

第２３７条 この法律において「財産」とは，公有財産，物品及び債権並びに基金

をいう。 5 

２～３ （略） 

（債権） 

第２４０条 この章において「債権」とは，金銭の給付を目的とする普通地方公共

団体の権利をいう。 

２～４ （略） 10 

（住民監査請求） 

第２４２条 普通地方公共団体の住民は，当該普通地方公共団体の長若しくは委員

会若しくは委員又は当該普通地方公共団体の職員について，違法若しくは不当な公金

の支出，財産の取得，管理若しくは処分，契約の締結若しくは履行若しくは債務その

他の義務の負担がある（当該行為がなされることが相当の確実さをもつて予測される15 

場合を含む。）と認めるとき，又は違法若しくは不当に公金の賦課若しくは徴収若し

くは財産の管理を怠る事実（以下「怠る事実」という。）があると認めるときは，これ

らを証する書面を添え，監査委員に対し，監査を求め，当該行為を防止し，若しくは

是正し，若しくは当該怠る事実を改め，又は当該行為若しくは怠る事実によつて当該

普通地方公共団体の被つた損害を補填するために必要な措置を講ずべきことを請求20 

することができる。 

 ２～１１ （略） 

 （住民訴訟） 

第２４２条の２ 普通地方公共団体の住民は，前条第１項の規定による請求をした

場合において，同条第５項の規定による監査委員の監査の結果若しくは勧告若しくは25 

同条第９項の規定による普通地方公共団体の議会，長その他の執行機関若しくは職員
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の措置に不服があるとき，又は監査委員が同条第五項の規定による監査若しくは勧告

を同条第６項の期間内に行わないとき，若しくは議会，長その他の執行機関若しくは

職員が同条第９項の規定による措置を講じないときは，裁判所に対し，同条第１項の

請求に係る違法な行為又は怠る事実につき，訴えをもつて次に掲げる請求をすること

ができる。 5 

一 当該執行機関又は職員に対する当該行為の全部又は一部の差止めの請求 

二 （略） 

三 当該執行機関又は職員に対する当該怠る事実の違法確認の請求 

四 （略） 

２～１２ （略） 10 

 ○ 地方税法 

 （公益等に因る課税免除及び不均一課税） 

第６条 地方団体は、公益上その他の事由に因り課税を不適当とする場合において

は、課税をしないことができる。 

２ 地方団体は、公益上その他の事由に因り必要がある場合においては、不均一の15 

課税をすることができる。 

 （固定資産税に関する用語の意義） 

第３４１条 固定資産税について，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

一 固定資産 土地，家屋及び償却資産を総称する。 20 

二 （略） 

三 家屋 住家，店舗，工場（発電所及び変電所を含む。），倉庫その他の建物をい

う。 

四 償却資産 土地及び家屋以外の事業の用に供することができる資産（鉱業権，

漁業権，特許権その他の無形減価償却資産を除く。）でその減価償却額又は減価償却25 

費が法人税法又は所得税法の規定による所得の計算上損金又は必要な経費に算入さ



25 

 

れるもののうちその取得価額が少額である資産その他の政令で定める資産以外のも

の（これに類する資産で法人税又は所得税を課されない者が所有するものを含む。）

をいう。ただし，自動車税の種別割の課税客体である自動車並びに軽自動車税の種別

割の課税客体である原動機付自転車，軽自動車，小型特殊自動車及び二輪の小型自動

車を除くものとする。 5 

五～十四 （略） 

（固定資産税の賦課期日） 

第３５９条 固定資産税の賦課期日は，当該年度の初日の属する年の１月１日とす

る。 

 （固定資産税の減免） 10 

第３６７条 市町村長は，天災その他特別の事情がある場合において固定資産税の

減免を必要とすると認める者，貧困に因り生活のため公私の扶助を受ける者その他特

別の事情がある者に限り，当該市町村の条例の定めるところにより，固定資産税を減

免することができる。 

○ 栃木市税条例 15 

(固定資産税の納税義務者等) 

第５４条 固定資産税は，固定資産(土地，家屋及び償却資産を総称する。以下固定

資産税について同じ。)に対し，その所有者(質権又は１００年より永い存続期間の定

めのある地上権の目的である土地については，その質権者又は地上権者とする。以下

固定資産税について同じ。)に課する。 20 

２～７ （略） 

（固定資産税の減免） 

第７１条 市長は，次の各号のいずれかに該当する固定資産のうち，市長において

必要があると認めるものについては，その所有者に対して課する固定資産税を減免す

る。 25 

⑴ 貧困により生活のため公私の扶助を受ける者の所有する固定資産 
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⑵ 公益のために直接専用する固定資産(有料で使用するものを除く。) 

⑶ 市の全部又は一部にわたる災害又は天候の不順により，著しく価値を減じた固

定資産 

⑷ 前３号に掲げるもののほか，特別の事由があるもの 

２～３ （略） 5 

○ 都市公園法 

（定義） 

第２条 この法律において「都市公園」とは，次に掲げる公園又は緑地で，その設

置者である地方公共団体又は国が当該公園又は緑地に設ける公園施設を含むものと

する。 10 

一 都市計画施設（都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第四条第六項に規定す

る都市計画施設をいう。次号において同じ。）である公園又は緑地で地方公共団体が

設置するもの及び地方公共団体が同条第二項に規定する都市計画区域内において設

置する公園又は緑地 

二 （略） 15 

２ この法律において「公園施設」とは，都市公園の効用を全うするため当該都市

公園に設けられる次に掲げる施設をいう。 

一～四 （略） 

五 野球場，陸上競技場，水泳プールその他の運動施設で政令で定めるもの 

六～九 （略） 20 

（都市公園の管理） 

第２条の３ 都市公園の管理は，地方公共団体の設置に係る都市公園にあつては当

該地方公共団体が，国の設置に係る都市公園にあつては国土交通大臣が行う。 

（公園管理者以外の者の公園施設の設置等） 

第５条 第２条の３の規定により都市公園を管理する者（以下「公園管理者」とい25 

う。）以外の者は，都市公園に公園施設を設け，又は公園施設を管理しようとするとき
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は，条例（国の設置に係る都市公園にあつては，国土交通省令）で定める事項を記載

した申請書を公園管理者に提出してその許可を受けなければならない。許可を受けた

事項を変更しようとするときも，同様とする。 

２～４（略） 

（条例又は政令で規定する事項） 5 

第１８条 この法律及びこの法律に基づく命令で定めるもののほか，都市公園の設

置及び管理に関し必要な事項は，条例（国の設置に係る都市公園にあつては，政令）

で定める。 

 ○ 都市公園法施行令 

（公園施設の種類） 10 

第５条 

１～３ （略） 

４ 法第二条第二項第五号の政令で定める運動施設は，次に掲げるものとする。 

一 野球場，陸上競技場，サッカー場，ラグビー場，テニスコート，バスケットボ

ール場，バレーボール場，ゴルフ場，ゲートボール場，水泳プール，温水利用型健康15 

運動施設，ボート場，スケート場，スキー場，相撲場，弓場，乗馬場，鉄棒，つり輪，

リハビリテーション用運動施設その他これらに類するもの及びこれらに附属する観

覧席，更衣所，控室，運動用具倉庫，シャワーその他これらに類する工作物 

二 （略） 

５～８ （略） 20 

○ 栃木市公園条例（令和２年条例２４号による改正前のもの） 

（趣旨） 

第１条 この条例は，都市公園法（昭和３１年法律第７９号。以下「法」という。）

及び法に基づく命令に定めるもののほか，本市の都市公園及び都市公園以外の公園

（以下「公園」という。）の設置及び管理に関し必要な事項を定めるものとする。 25 

第７条 有料公園施設(市の管理する公園施設で有料で利用させるものをいう。以
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下同じ。)は，別表第１のとおりとする。 

２ 別表第１に定める有料公園施設の管理及び利用については，この条例に定める

もののほか，別に条例で定める。 

（使用料） 

第１１条 法第５条第１項又は法第６条第１項若しくは第３項の許可を受けた者 5 

は，別表第２に掲げる額の使用料を納付しなければならない。この場合において，

占用期間が１月未満のときは，同表により算定した額に１００分の１１０を乗じて得

た額(その額に１０円未満の端数があるときは，当該端数を切り捨てた額)とする。 

２ （略） 

(使用料の減免) 10 

第２２条 市長は，公益上その他特別の理由があると認めたときは，使用料を減額

し，又は免除することができる。 

別表第１（第７条関係）（抜粋） 

 別表第２(第１１条関係) 

⑴ 公園施設を設ける場合 15 

公園施設の種類 単位 使用料 

施設の種類を問

わず 

１平方メート

ルにつき月額 

４０円 

都市公園名 有料公園施設名 

岩舟総合運動公園 野球場 

陸上競技場 

サッカー場 

ゲートボール場 
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ただし，公園施設である建物内へ新たに施設を設け

る場合においては，栃木市行政財産使用料条例(平

成２２年栃木市条例第６７号)に定める額とする。 

⑵～⑶ （略） 

備考 （略） 

 〇 栃木市公園有料公園施設に関する条例（令和２年条例２５号による改正前の

もの） 

(趣旨) 5 

第１条 この条例は、栃木市公園条例(平成２２年栃木市条例第１９１号)第７条

第２項の規定に基づき、同条例に定めるもののほか、有料公園施設(以下「施設」と

いう。)の管理及び利用に関し必要な事項を定めるものとする。 

(使用料) 

第５条 施設等の利用承認を受けた者は、別表第２に定める額の使用料を納付し10 

なければならない。 

２ （略） 

別表第２(第５条関係) 

１～７ （略） 

８ 岩舟総合運動公園 15 

区分 使用料 

野球場（１面につき） １時間につき ３００円 

陸上競技場 １時間につき ３００円 

サッカー場 １時間につき ５００円 

ゲートボール場（１面につき） １時間につき ２００円 

備考 （略） 

https://www1.g-reiki.net/tochigi/reiki_honbun/r390RG00000209.html
https://www1.g-reiki.net/tochigi/reiki_honbun/r390RG00000209.html
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